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(57)【要約】
【課題】本発明は、隔壁付近の強誘電性液晶の配向乱れ
を抑制することが可能な液晶表示素子を提供することを
主目的とする。
【解決手段】本発明は、第１電極層が形成された第１基
材上にストライプ状に形成された複数の隔壁と、上記第
１電極層が形成された第１基材上に、上記隔壁の長手方
向に対して平行および垂直の少なくともいずれか一方に
ストライプ状に形成された複数の凸状構造物と、上記隔
壁および上記凸状構造物が形成された第１基材上に形成
された重合性液晶用配向膜と、上記重合性液晶用配向膜
上に形成され、重合性液晶を重合してなる重合液晶層と
を有する隔壁側基板を備え、上記凸状構造物が、上記隔
壁間の間隔よりも狭く、上記隔壁の最も近くに位置する
隔壁側画素内の上記重合液晶層の最小膜厚と上記隔壁側
画素以外の画素であり上記隔壁側画素に隣接する画素内
の上記重合液晶層の最小膜厚とが均一になるような間隔
で形成され、上記凸状構造物の高さが上記隔壁の高さよ
りも低い液晶表示素子を提供する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１基材と、前記第１基材上に形成された第１電極層と、前記第１電極層が形成された
第１基材上にストライプ状に形成された複数の隔壁と、前記第１電極層が形成された第１
基材上に、隣接する前記隔壁の間に、前記隔壁の長手方向に対して平行および垂直の少な
くともいずれか一方にストライプ状に形成された複数の凸状構造物と、前記隔壁および前
記凸状構造物が形成された第１基材上に形成された重合性液晶用配向膜と、前記重合性液
晶用配向膜上に形成され、重合性液晶を重合してなる重合液晶層とを有する隔壁側基板と
、
　第２基材と、前記第２基材上に形成された第２電極層とを有する対向基板と、
　前記隔壁側基板の重合液晶層および前記対向基板の間に挟持され、強誘電性液晶を含む
液晶層と
　を有し、
　前記凸状構造物が、前記隔壁間の間隔よりも狭く、前記隔壁の最も近くに位置する隔壁
側画素内の前記重合液晶層の最小膜厚と前記隔壁側画素以外の画素であり前記隔壁側画素
に隣接する画素内の前記重合液晶層の最小膜厚とが均一になるような間隔で形成されてお
り、
　前記凸状構造物の高さが前記隔壁の高さよりも低いことを特徴とする液晶表示素子。
【請求項２】
　前記凸状構造物が遮光性を有することを特徴とする請求項１に記載の液晶表示素子。
【請求項３】
　前記第１電極層が形成された第１基材上に樹脂製のブラックマトリックスが形成されて
おり、前記凸状構造物および前記ブラックマトリックスが同時に形成されたものであるこ
とを特徴とする請求項１または請求項２に記載の液晶表示素子。
【請求項４】
　前記第１基材上または前記第２基材上に遮光部材が形成されており、前記凸状構造物が
前記遮光部材上に配置されていることを特徴とする請求項１から請求項３までのいずれか
に記載の液晶表示素子。
【請求項５】
　前記隔壁側基板が、薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）を有するＴＦＴ基板であることを特徴
とする請求項１から請求項４までのいずれかに記載の液晶表示素子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、強誘電性液晶を用い、隔壁を有する液晶表示素子に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　強誘電性液晶は応答速度が速く、視野角が広いなどの優位性を有するため、高性能な液
晶表示素子として期待されている。しかしながら、外部衝撃に非常に弱く、配向が乱れや
すいという問題を抱えている。そのため、強誘電性液晶を用いた液晶表示素子においては
、隔壁（リブとも称する。）を基板間に配置することで耐衝撃性を向上させることが提案
されている（例えば特許文献１および特許文献２参照）。
【０００３】
　ところで、本発明者らは、強誘電性液晶を配向させる配向膜として、重合性液晶を重合
してなる層を用いることを提案している（例えば特許文献３参照）。この重合液晶層は、
ラビング膜や光配向膜などの一般的な配向膜上に重合性液晶を塗布し、配向させた後、重
合させることにより形成される。重合性液晶はラビング膜や光配向膜などの配向規制力に
よって配向しており、重合液晶層では重合性液晶の配向状態が固定化されているため、重
合液晶層は強誘電性液晶を配向させる配向膜として作用するのである。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００４－７７５４１号公報
【特許文献２】国際公開第０２／０３１３１号パンフレット
【特許文献３】特開２００５－２５８４２８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　そこで、本発明者らは、隔壁が形成された基板に配向膜として重合液晶層を適用するこ
とを試みたところ、得られた液晶表示素子では、隔壁が形成された基板に配向膜としてラ
ビング膜や光配向膜などの一般的な配向膜を適用した場合と比較して、隔壁付近で強誘電
性液晶の配向乱れが生じやすいことがわかった。そして、強誘電性液晶の配向乱れは、隔
壁付近での重合液晶層の膜厚ムラに起因することが判明した。
【０００６】
　本発明は、上記実情に鑑みてなされたものであり、隔壁が形成された基板に配向膜とし
て重合液晶層を適用する場合において、隔壁付近の強誘電性液晶の配向乱れを抑制するこ
とが可能な液晶表示素子を提供することを主目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、隔壁が形成された基板に配向膜として重合液晶層を適用する場合におい
て、隔壁付近で強誘電性液晶の配向乱れが生じる原因について鋭意検討した結果、隔壁付
近での強誘電性液晶の配向乱れは、隔壁付近での重合液晶層の膜厚ムラに起因するもので
あることが判明した。
【０００８】
　隔壁付近にて重合液晶層の膜厚ムラが生じる理由は明らかではないが、次のように考え
られる。すなわち、重合液晶層は、例えば、重合性液晶用配向膜上に重合性液晶および溶
剤を含む重合性液晶組成物を塗布し、重合性液晶組成物中の溶剤を乾燥させ、重合性液晶
を配向させた後、重合性液晶を重合させることにより形成される。このような重合液晶層
の形成過程において、重合性液晶が隔壁の側面に這い上がり、隔壁付近にて重合液晶層の
膜厚にムラが生じるものと思料される。重合液晶層は、他の配向膜、例えばラビング膜や
光配向膜などと異なり、その形成過程において重合性液晶を配向させる配向処理が行われ
るものであり、重合性液晶が重合性液晶用配向膜上を流動して液晶相を示す状態となるこ
とから、特に隔壁による影響を受けやすいと考えられる。
【０００９】
　そこで、本発明者らは、重合性液晶が隔壁の側面に這い上がることによって重合液晶層
の膜厚にムラが生じるのを抑制するために、隔壁近傍に、隔壁よりも高さの低い凸状構造
物をストライプ状に形成することを考案した。なお、凸状構造物の高さを隔壁の高さより
も低くしたのは、隔壁と同じ高さの凸状構造物をストライプ状に複数形成すると、強誘電
性液晶を基板間に充填することが極めて困難になるからである。しかしながら、隔壁近傍
に、隔壁よりも高さの低い凸状構造物をストライプ状に形成する場合、凸状構造物の側面
にも重合性液晶が這い上がると考えられることから、重合性液晶が凸状構造物の側面に這
い上がることによって重合液晶層の膜厚にムラが生じるのを抑制する必要がある。
【００１０】
　そして、本発明者らは、鋭意研究を重ねた結果、隔壁よりも高さの低い凸状構造物を、
隔壁の長手方向に対して平行および垂直の少なくともいずれか一方に所定の間隔でストラ
イプ状に形成することにより、隔壁付近での重合液晶層の膜厚ムラを改善できることを見
出し、この知見に基づいて本発明を完成するに至った。
【００１１】
　すなわち、本発明は、
　第１基材と、上記第１基材上に形成された第１電極層と、上記第１電極層が形成された
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第１基材上にストライプ状に形成された複数の隔壁と、上記第１電極層が形成された第１
基材上に、隣接する上記隔壁の間に、上記隔壁の長手方向に対して平行および垂直の少な
くともいずれか一方にストライプ状に形成された複数の凸状構造物と、上記隔壁および上
記凸状構造物が形成された第１基材上に形成された重合性液晶用配向膜と、上記重合性液
晶用配向膜上に形成され、重合性液晶を重合してなる重合液晶層とを有する隔壁側基板と
、
　第２基材と、上記第２基材上に形成された第２電極層とを有する対向基板と、
　上記隔壁側基板の重合液晶層および上記対向基板の間に挟持され、強誘電性液晶を含む
液晶層と
　を有し、上記凸状構造物が、上記隔壁間の間隔よりも狭く、上記隔壁の最も近くに位置
する隔壁側画素内の上記重合液晶層の最小膜厚と上記隔壁側画素以外の画素であり上記隔
壁側画素に隣接する画素内の上記重合液晶層の最小膜厚とが均一になるような間隔で形成
されており、上記凸状構造物の高さが上記隔壁の高さよりも低いことを特徴とする液晶表
示素子を提供する。
【００１２】
　本発明によれば、隣接する隔壁の間に、隔壁の長手方向に対して平行および垂直の少な
くともいずれか一方に、所定の間隔で複数の凸状構造物がストライプ状に形成されている
ので、重合液晶層の形成過程において重合性液晶が隔壁の側面に這い上がることによって
隔壁付近で重合液晶層の膜厚ムラが生じるのを抑制し、さらには重合性液晶が凸状構造物
の側面に這い上がることによって凸状構造物付近で重合液晶層の膜厚ムラが生じるのを抑
制することができるものと考えられる。その結果、隔壁の最も近くに位置する隔壁側画素
内の重合液晶層の最小膜厚と隔壁側画素以外の画素であり隔壁側画素に隣接する画素内の
重合液晶層の最小膜厚とを均一にすることができ、重合液晶層の膜厚ムラによって強誘電
性液晶の配向乱れが起こるのを抑制することができる。したがって、画像表示時に隔壁に
よる縞状の表示ムラが視認されるのを防ぎ、表示品質を向上させることが可能である。
【００１３】
　上記発明においては、上記凸状構造物が遮光性を有することが好ましい。凸状構造物の
高さは隔壁の高さよりも低いため、凸状構造物が形成された領域では他の領域と液晶層の
厚み（セルギャップ）が異なるので、画像が表示されない領域とすることが好ましいから
である。凸状構造物が遮光性を有するものであれば、凸状構造物が形成された領域は画像
が表示されない領域となる。
【００１４】
　また本発明においては、上記第１電極層が形成された第１基材上に樹脂製のブラックマ
トリックスが形成されており、上記凸状構造物および上記ブラックマトリックスが同時に
形成されたものであることが好ましい。上述したように、凸状構造物は遮光性を有するこ
とが好ましいからである。また、凸状構造物およびブラックマトリックス同時に形成する
ことで、製造工程を簡略化することができるからである。
【００１５】
　さらに本発明においては、上記第１基材上または上記第２基材上に遮光部材が形成され
ており、上記凸状構造物が上記遮光部材上に配置されていることが好ましい。これにより
、凸状構造物による開口率の低下を回避することができるからである。
【００１６】
　また本発明においては、上記隔壁側基板が、薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）を有するＴＦ
Ｔ基板であることが好ましい。例えば、隔壁や凸状構造物を、ＴＦＴ、画素電極、ゲート
線、ソース線、補助容量などの上に配置する場合には、位置合わせ精度を改善することが
できるからである。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明においては、隣接する隔壁の間に、隔壁の長手方向に対して平行および垂直の少
なくともいずれか一方に、所定の間隔で複数の凸状構造物がストライプ状に形成されてい
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ることにより、重合液晶層の膜厚ムラを改善し、強誘電性液晶の配向乱れを抑制し、表示
品質を高めることができるという効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の液晶表示素子における隔壁側基板の一例を示す概略平面図である。
【図２】本発明の液晶表示素子の一例を示す概略断面図である。
【図３】本発明の液晶表示素子における隔壁側基板の他の例を示す概略平面図である。
【図４】本発明の液晶表示素子における隔壁側基板の他の例を示す概略平面図である。
【図５】本発明の液晶表示素子における隔壁側基板の他の例を示す概略平面図である。
【図６】本発明の液晶表示素子における隔壁側基板の他の例を示す概略平面図である。
【図７】本発明の液晶表示素子の他の例を示す概略断面図である。
【図８】強誘電性液晶の配向状態の一例を示す模式図である。
【図９】強誘電性液晶の配向状態の他の例を示す模式図である。
【図１０】本発明の液晶表示素子の他の例を示す概略断面図である。
【図１１】液晶分子の挙動を示す模式図である。
【図１２】強誘電性液晶の印加電圧に対する透過光量の変化を示したグラフである。
【図１３】実施例のマイクロマップを示す図である。
【図１４】実施例のマイクロマップを示す図である。
【図１５】実施例のマイクロマップを示す図である。
【図１６】実施例のマイクロマップを示す図である。
【図１７】比較例のマイクロマップを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明の液晶表示素子について、詳細に説明する。
　本発明の液晶表示素子は、
　第１基材と、上記第１基材上に形成された第１電極層と、上記第１電極層が形成された
第１基材上にストライプ状に形成された複数の隔壁と、上記第１電極層が形成された第１
基材上に、隣接する上記隔壁の間に、上記隔壁の長手方向に対して平行および垂直の少な
くともいずれか一方にストライプ状に形成された複数の凸状構造物と、上記隔壁および上
記凸状構造物が形成された第１基材上に形成された重合性液晶用配向膜と、上記重合性液
晶用配向膜上に形成され、重合性液晶を重合してなる重合液晶層とを有する隔壁側基板と
、
　第２基材と、上記第２基材上に形成された第２電極層とを有する対向基板と、
　上記隔壁側基板の重合液晶層および上記対向基板の間に挟持され、強誘電性液晶を含む
液晶層と
　を有し、上記凸状構造物が、上記隔壁間の間隔よりも狭く、上記隔壁の最も近くに位置
する隔壁側画素内の上記重合液晶層の最小膜厚と上記隔壁側画素以外の画素であり上記隔
壁側画素に隣接する画素内の上記重合液晶層の最小膜厚とが均一になるような間隔で形成
されており、上記凸状構造物の高さが上記隔壁の高さよりも低いことを特徴とするもので
ある。
【００２０】
　本発明の液晶表示素子について図面を参照しながら説明する。
　図１は本発明の液晶表示素子における隔壁側基板の一例を示す概略平面図であり、図２
は図１に示す隔壁側基板を用いた本発明の液晶表示素子の一例を示す概略断面図であり、
図１のＡ－Ａ線断面に相当するものである。なお、図１において、重合性液晶用配向膜お
よび重合液晶層は省略されている。
　図１および図２に例示する液晶表示素子１においては、隔壁側基板２および対向基板１
２の間に強誘電性液晶を含む液晶層１０が配置されている。
　隔壁側基板２には、第１基材３上に第１電極層（画素電極）４とＴＦＴ２１とゲート線
２２ｇとソース線２２ｓとが形成されており、ゲート線２２ｇ上に複数の隔壁５がストラ
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イプ状に形成され、さらにゲート線２２ｇ上に隔壁５の間に隔壁５の長手方向ｍに対して
平行に複数の凸状構造物６がストライプ状に形成されている。この凸状構造物６は、隔壁
５の間隔ｊよりも狭く、隔壁５の最も近くに位置する隔壁側画素２５内の重合液晶層８の
最小膜厚と隔壁側画素以外の画素であり隔壁側画素に隣接する画素２６内の重合液晶層８
の最小膜厚とが均一になるような間隔ｋで形成されている。また、隔壁５および凸状構造
物６が形成された第１基材３上には重合性液晶用配向膜７が形成され、重合性液晶用配向
膜７上に重合液晶層８が形成されている。
　一方、対向基板１２では、第２基材１３上に第２電極層１４および配向層１５が順に積
層されている。
【００２１】
　図１に例示する隔壁側基板においては、隣接する隔壁５の間に、隔壁の長手方向ｍに対
して平行に、所定の間隔ｋで複数の凸状構造物６がストライプ状に形成されているので、
重合液晶層の形成過程において重合性液晶が隔壁の側面に這い上がることによって隔壁付
近で重合液晶層の膜厚ムラが生じるのを抑制し、さらには重合性液晶が凸状構造物の側面
に這い上がることによって凸状構造物付近で重合液晶層の膜厚ムラが生じるのを抑制する
ことができるものと推量される。その結果、隔壁の最も近くに位置する隔壁側画素内の重
合液晶層の最小膜厚と隔壁側画素以外の画素であり隔壁側画素に隣接する画素内の重合液
晶層の最小膜厚とを均一にすることができる。すなわち、隔壁の最も近くに位置する隔壁
側画素において隔壁により重合液晶層の膜厚が薄くなる部分が生じやすいが、本発明にお
いては隣接する隔壁の間に所定の間隔で凸状構造物が形成されていることにより、隔壁側
画素において隔壁により重合液晶層の膜厚が薄くなる部分が生じるのを防ぐことができる
のである。よって、重合液晶層の膜厚ムラによって強誘電性液晶の配向乱れが起こるのを
抑制することができる。したがって、画像表示時に隔壁による縞状の表示ムラが視認され
るのを防ぎ、表示品質を向上させることが可能である。
【００２２】
　図３は本発明の液晶表示素子における隔壁側基板の他の例を示す概略平面図である。な
お、図３において、重合性液晶用配向膜および重合液晶層は省略されている。
　隔壁側基板２には、第１基材３上に第１電極層（画素電極）４とＴＦＴ２１とゲート線
２２ｇとソース線２２ｓとが形成されており、ゲート線２２ｇ上に複数の隔壁５がストラ
イプ状に形成され、また画素電極４上に隔壁５の間に隔壁５の長手方向ｍに対して垂直に
複数の凸状構造物６がストライプ状に形成されている。この凸状構造物６は、隔壁５の間
隔ｊよりも狭く、隔壁５の最も近くに位置する隔壁側画素２５内の重合液晶層の最小膜厚
と隔壁側画素以外の画素であり隔壁側画素に隣接する画素２６内の重合液晶層の最小膜厚
とが均一になるような間隔ｋで形成されている。
【００２３】
　図３に例示する隔壁側基板を用いた液晶表示素子においても、強誘電性液晶の配向乱れ
を改善し、画像表示時に縞状の表示ムラが視認されるのを防ぎ、表示品質を向上させるこ
とができる。このような隔壁側基板においても、隣接する隔壁５の間に、隔壁の長手方向
ｍに対して垂直に、所定の間隔ｋで複数の凸状構造物６がストライプ状に形成されている
ので、重合液晶層の形成過程において重合性液晶が隔壁の側面に這い上がることによって
隔壁付近で重合液晶層の膜厚ムラが生じるのを抑制し、さらには重合性液晶が凸状構造物
の側面に這い上がることによって凸状構造物付近で重合液晶層の膜厚ムラが生じるのを抑
制することができるものと推量される。
【００２４】
　図４は本発明の液晶表示素子における隔壁側基板の他の例を示す概略平面図である。な
お、図４において、重合性液晶用配向膜および重合液晶層は省略されている。
　隔壁側基板２には、第１基材３上に第１電極層（画素電極）４とＴＦＴ２１とゲート線
２２ｇとソース線２２ｓとが形成されており、ゲート線２２ｇ上に複数の隔壁５がストラ
イプ状に形成され、さらにゲート線２２ｇ上に隔壁５の間に隔壁５の長手方向ｍに対して
平行に複数の凸状構造物６がストライプ状に形成され、また画素電極４上にも隔壁５の間
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に隔壁５の長手方向ｍに対して垂直に複数の凸状構造物６がストライプ状に形成されてい
る。すなわち、凸状構造物６はゲート線２２ｇおよび画素電極４上に格子状に形成されて
いる。この凸状構造物６は、隔壁５の長手方向ｍに対して平行な方向には、隔壁５の間隔
ｊよりも狭く、隔壁５の最も近くに位置する隔壁側画素２５内の重合液晶層の最小膜厚と
隔壁側画素以外の画素であり隔壁側画素に隣接する画素２６内の重合液晶層の最小膜厚と
が均一になるような間隔ｋ１で形成されており、隔壁５の長手方向ｍに対して垂直な方向
には、隔壁５の間隔ｊよりも狭く、隔壁５の最も近くに位置する隔壁側画素２５内の重合
液晶層の最小膜厚と隔壁側画素以外の画素であり隔壁側画素に隣接する画素２６内の重合
液晶層の最小膜厚とが均一になるような間隔ｋ２で形成されている。
【００２５】
　図５は本発明の液晶表示素子における隔壁側基板の他の例を示す概略平面図である。な
お、図５において、重合性液晶用配向膜および重合液晶層は省略されている。
　隔壁側基板２には、第１基材３上に第１電極層（画素電極）４とＴＦＴ２１とゲート線
２２ｇとソース線２２ｓとが形成されており、ゲート線２２ｇ上に複数の隔壁５がストラ
イプ状に形成され、画素電極４上に隔壁５の間に隔壁５の長手方向ｍに対して平行に複数
の凸状構造物６がストライプ状に形成され、さらに画素電極４上に隔壁５の間に隔壁５の
長手方向ｍに対して垂直に複数の凸状構造物６がストライプ状に形成されている。すなわ
ち、凸状構造物６は画素電極４上に格子状に形成されている。この凸状構造物６は、隔壁
５の長手方向ｍに対して平行な方向には、隔壁５の間隔ｊよりも狭く、隔壁５の最も近く
に位置する隔壁側画素２５内の重合液晶層の最小膜厚と隔壁側画素以外の画素であり隔壁
側画素に隣接する画素２６内の重合液晶層の最小膜厚とが均一になるような間隔ｋ１で形
成されており、隔壁５の長手方向ｍに対して垂直な方向には、隔壁５の間隔ｊよりも狭く
、隔壁５の最も近くに位置する隔壁側画素２５内の重合液晶層の最小膜厚と隔壁側画素以
外の画素であり隔壁側画素に隣接する画素２６内の重合液晶層の最小膜厚とが均一になる
ような間隔ｋ２で形成されている。
【００２６】
　図４および図５に例示する隔壁側基板を用いた液晶表示素子においても、強誘電性液晶
の配向乱れを改善し、画像表示時に縞状の表示ムラが視認されるのを防ぎ、表示品質を向
上させることができる。このような隔壁側基板においても、隣接する隔壁５の間に、隔壁
の長手方向ｍに対して平行に所定の間隔ｋ１で複数の凸状構造物６がストライプ状に形成
されているとともに、隔壁の長手方向ｍに対して垂直に所定の間隔ｋ２で複数の凸状構造
物６がストライプ状に形成されているので、重合液晶層の形成過程において重合性液晶が
隔壁の側面に這い上がることによって隔壁付近で重合液晶層の膜厚ムラが生じるのを抑制
し、さらには重合性液晶が凸状構造物の側面に這い上がることによって凸状構造物付近で
重合液晶層の膜厚ムラが生じるのを抑制することができるものと推量される。
【００２７】
　また本発明においては、重合性液晶用配向膜上に重合液晶層を形成する際には、重合性
液晶用配向膜によって重合性液晶を配向させ、例えば紫外線を照射して重合性液晶を重合
させることにより重合性液晶の配向状態を固定化することができる。そのため、重合液晶
層に重合性液晶用配向膜の配向規制力を付与することができ、重合液晶層を強誘電性液晶
を配向させるための配向膜として作用させることができる。また、重合性液晶は重合され
ているため、温度等の影響を受けないという利点を有する。さらに、重合性液晶は、強誘
電性液晶と構造が比較的類似しており、強誘電性液晶との相互作用が強くなるため、強誘
電性液晶の配向を効果的に制御することができる。
【００２８】
　なお、「隔壁の最も近くに位置する隔壁側画素」とは、例えば図１～図６においては隔
壁５の両側に位置する２列の画素（２５）をいう。また、「隔壁側画素以外の画素であり
隔壁側画素に隣接する画素」とは、隔壁の最も近くに位置する隔壁側画素以外の画素であ
り、かつ、隔壁側画素に隣接する画素をいい、例えば図１～図６においては隔壁５の両側
に位置する２列の画素（２５）にそれぞれ隣接する２列の画素（２６）をいう。
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　「画素」とは、例えば赤（Ｒ）・緑（Ｇ）・青（Ｂ）のサブピクセルが形成されている
場合には、赤（Ｒ）・緑（Ｇ）・青（Ｂ）のサブピクセルをそれぞれ１画素とする。
【００２９】
　「画素内の重合液晶層の膜厚」とは、画素内で光が透過できる領域における重合液晶層
の膜厚をいう。また、「画素内の重合液晶層の最小膜厚」とは、画素内で光が透過できる
領域における重合液晶層の最も薄い膜厚をいう。画素内で光が透過できる領域とは、液晶
表示素子における第１基材面および第２基材面に対して垂直な方向から液晶表示素子を観
察したときに光が透過できる画素内の領域をいう。よって、例えば液晶表示素子がＴＦＴ
基板を有する場合、隔壁側基板および対向基板のいずれがＴＦＴ基板であるかに関係なく
、液晶表示素子とした際の画素内の有効領域を考えればよい。
【００３０】
　「隔壁の最も近くに位置する隔壁側画素内の重合液晶層の最小膜厚と隔壁側画素以外の
画素であり隔壁側画素に隣接する画素内の重合液晶層の最小膜厚とが均一になる」とは、
画像表示時に縞状の表示ムラ（光漏れ）が視認されない程度に、隔壁の最も近くに位置す
る隔壁側画素内の重合液晶層の最小膜厚と、隔壁側画素以外の画素であり隔壁側画素に隣
接する画素内の重合液晶層の最小膜厚とが揃うことを意味する。具体的には、「隔壁の最
も近くに位置する隔壁側画素内の重合液晶層の最小膜厚と隔壁側画素以外の画素であり隔
壁側画素に隣接する画素内の重合液晶層の最小膜厚とが均一になる」とは、隔壁の最も近
くに位置する隔壁側画素内の重合液晶層の最小膜厚と、隔壁側画素以外の画素であり隔壁
側画素に隣接する画素内の重合液晶層の最小膜厚との差が２５ｎｍ以下の場合をいい、好
ましくは２０ｎｍ以下、より好ましくは１５ｎｍ以下の場合をいう。
　上記重合液晶層の膜厚の測定は、光干渉方式の三次元非接触表面形状計測システムで行
うものとする。
【００３１】
　「隔壁間の間隔」とは、隣接する隔壁の中心部から隔壁の中心部までの距離をいう。ま
た、「凸状構造物間の間隔」とは、隣接する凸状構造物の中心部から凸状構造物の中心部
までの距離をいう。
　上記間隔は、光学顕微鏡を用いて観察することによって測定した値とする。
【００３２】
　「隔壁の長手方向に対して平行および垂直の少なくともいずれか一方に複数の凸状構造
物がストライプ状に形成されている」には、隔壁の長手方向に対して平行に複数の凸状構
造物がストライプ状に形成されている場合と、隔壁の長手方向に対して垂直に複数の凸状
構造物がストライプ状に形成されている場合と、隔壁の長手方向に対して平行に複数の凸
状構造物がストライプ状に形成され、かつ、隔壁の長手方向に対して垂直に複数の凸状構
造物がストライプ状に形成されている場合とが含まれる。隔壁の長手方向に対して平行に
複数の凸状構造物がストライプ状に形成され、かつ、隔壁の長手方向に対して垂直に複数
の凸状構造物がストライプ状に形成されている場合とは、すなわち、凸状構造物が格子状
に形成されている場合を示す。
【００３３】
　以下、本発明の液晶表示素子における各構成について説明する。
【００３４】
　１．隔壁側基板
　本発明における隔壁側基板は、第１基材と、上記第１基材上に形成された第１電極層と
、上記第１電極層が形成された第１基材上にストライプ状に形成された複数の隔壁と、上
記第１電極層が形成された第１基材上に、上記隔壁の長手方向に対して平行および垂直の
少なくともいずれか一方にストライプ状に形成された複数の凸状構造物と、上記隔壁およ
び上記凸状構造物が形成された第１基材上に形成された重合性液晶用配向膜と、上記重合
性液晶用配向膜上に形成され、重合性液晶を重合してなる重合液晶層とを有するものであ
る。
　以下、隔壁側基板における各構成について説明する。
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【００３５】
　（１）凸状構造物
　本発明における凸状構造物は、第１電極層が形成された第１基材上に、隔壁の長手方向
に対して平行および垂直の少なくともいずれか一方にストライプ状に複数形成されるもの
である。この凸状構造物は、隔壁間の間隔よりも狭く、隔壁の最も近くに位置する隔壁側
画素内の重合液晶層の最小膜厚と隔壁側画素以外の画素であり隔壁側画素に隣接する画素
内の重合液晶層の最小膜厚とが均一になるような間隔で形成されており、凸状構造物の高
さは隔壁の高さよりも低くなっている。
【００３６】
　複数の凸状構造物は、通常、隔壁が形成されていない領域に規則的に形成される。凸状
構造物間の間隔は、隔壁間の間隔よりも狭く、隔壁の最も近くに位置する隔壁側画素内の
重合液晶層の最小膜厚と隔壁側画素以外の画素であり隔壁側画素に隣接する画素内の重合
液晶層の最小膜厚とが均一になるような間隔であればよく、隔壁間の間隔、隔壁の高さな
どに応じて適宜選択される。例えば、本発明の液晶表示素子をＴＦＴを用いたアクティブ
マトリックス方式により駆動する場合、凸状構造物をソース線、ゲート線、補助容量など
の遮光部材上に配置することが好ましいことから、凸状構造物間の間隔は、ゲート線間の
間隔、ソース線間の間隔、または補助容量間の間隔などの同一遮光部材間の間隔と等間隔
であることが好ましい。また、凸状構造物間の間隔は、ゲート線間の間隔、ソース線間の
間隔、または補助容量間の間隔などの同一遮光部材間の間隔の２倍であってもよい。具体
的には、凸状構造物間の間隔は、４０μｍ～１００μｍの範囲内であることが好ましく、
さらに好ましくは４０μｍ～８０μｍの範囲内である。凸状構造物間の間隔が広すぎると
、重合液晶層の膜厚ムラを改善する効果が十分に得られない場合があるからである。また
、凸状構造物間の間隔が狭すぎると、凸状構造物の形成が困難であったり、隔壁側基板お
よび対向基板の間に液晶層を構成する液晶を充填するのが困難になったり、強誘電性液晶
の配向が乱れたりする場合があるからである。
【００３７】
　凸状構造物の高さとしては、隔壁の高さよりも低ければよく、隔壁間の間隔、隔壁の高
さ、凸状構造物間の間隔などに応じて適宜選択される。具体的には、凸状構造物の高さは
、０．１μｍ以上であることが好ましく、さらに好ましくは０．３μｍ以上である。高さ
が低すぎる凸状構造物は、後述の形成方法では形成が困難であったり、重合液晶層の膜厚
を均一にする効果が得られなかったり、凸状構造物が遮光性を有する場合には遮光の効果
が得られなかったりする場合があるからである。また、凸状構造物の第１基材表面からの
高さは、隔壁の第１基材表面からの高さを１００％とすると、５０％未満であることが好
ましい。凸状構造物の高さが高すぎると、隔壁側基板および対向基板の間に液晶層を構成
する液晶を充填するのが困難になったり、凸状構造物上の隙間を液晶が通過する際に流動
配向を生じてしまったりする場合があるからである。なお、凸状構造物の第１基材表面か
らの高さとは、第１基材の表面から凸状構造物の頂部までの高さをいう。同様に、隔壁の
第１基材表面からの高さとは、第１基材の表面から隔壁の頂部までの高さをいう。
【００３８】
　凸状構造物の幅は、表示品質の低下が生じない範囲であれば特に限定されるものではな
いが、中でも１μｍ～２０μｍの範囲内であることが好ましく、特に２μｍ～１０μｍの
範囲内であることが好ましい。凸状構造物の幅が上記範囲よりも狭いと、精度良く凸状構
造物を形成することが困難となる場合があるからである。また、凸状構造物の幅が上記範
囲よりも広いと、例えば、本発明の液晶表示素子をＴＦＴを用いたアクティブマトリック
ス方式により駆動する場合に、画素内の有効面積が小さくなり、開口率が低下するおそれ
があるからである。
【００３９】
　なお、上記凸状構造物の高さおよび幅は、走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）を用いて観察す
ることによって測定した値とする。
【００４０】
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　凸状構造物の形成位置としては、隔壁の最も近くに位置する隔壁側画素内の重合液晶層
の最小膜厚と隔壁側画素以外の画素であり隔壁側画素に隣接する画素内の重合液晶層の最
小膜厚とが均一になるように凸状構造物が配置されていれば特に限定されるものではない
。例えば、本発明の液晶表示素子をＴＦＴを用いたアクティブマトリックス方式により駆
動する場合、凸状構造物が、ソース線やゲート線などの遮光部材上に配置されていてもよ
く、また画素電極上に配置されており、遮光部材上に配置されていなくてもよい。中でも
、凸状構造物は遮光部材上に配置されていることが好ましい。凸状構造物が遮光部材上に
配置されていることにより、凸状構造物による開口率の低下を回避することができるから
である。
【００４１】
　上記遮光部材としては、遮光性を有する部材であれば特に限定されるものではなく、隔
壁側基板および対向基板のいずれに形成されている部材であってもよい。例えば、本発明
の液晶表示素子をＴＦＴを用いたアクティブマトリックス方式により駆動する場合、遮光
部材としては、ソース線やゲート線等の配線、補助容量、ＴＦＴ素子などが挙げられる。
また、例えば、隔壁側基板および対向基板のいずれかにカラーフィルタを設ける場合、遮
光部材としてはブラックマトリックスを挙げることができる。
【００４２】
　また、凸状構造物は、１画素毎に形成されていることが好ましい。
　なお、「１画素」とは、例えば赤（Ｒ）・緑（Ｇ）・青（Ｂ）のサブピクセルが形成さ
れている場合には、赤（Ｒ）・緑（Ｇ）・青（Ｂ）のサブピクセルをそれぞれ１画素とす
る。
　「凸状構造物が１画素毎に形成されている」とは、凸状構造物が１画素を区画するソー
ス線間の間隔でストライプ状に形成されている場合、凸状構造物が１画素を区画するゲー
ト線間の間隔でストライプ状に形成されている場合、および、凸状構造物が１画素を区画
するソース線間の間隔でストライプ状に形成され、かつ、１画素を区画するゲート線間の
間隔でストライプ状に形成されている場合をいう。
　中でも、凸状構造物が１画素を区画するソース線毎に形成されているか、凸状構造物が
１画素を区画するゲート線毎に形成されているか、あるいは、凸状構造物が１画素を区画
するソース線毎およびゲート線毎に形成されていることが好ましい。
【００４３】
　凸状構造物の断面形状としては、例えば、矩形、台形などが挙げられる。
【００４４】
　凸状構造物の数としては、複数であれば特に限定されるものではなく、液晶表示素子の
大きさなどに応じて適宜選択される。
【００４５】
　凸状構造物は、遮光性を有することが好ましい。特に、例えば図５に示すように凸状構
造物６が画素電極４上に配置されており、凸状構造物が遮光部材上に配置されていない場
合には、凸状構造物は遮光性を有することが好ましい。図２に例示するように、凸状構造
物６が形成された領域では、液晶層１０が形成されるが、他の領域に対して液晶層の厚み
（セルギャップ）が異なることから、画像が表示されない領域とすることが好ましいから
である。凸状構造物が遮光性を有するものであれば、凸状構造物が遮光部材上に配置され
ていなくとも、凸状構造物が形成された領域は画像が表示されない領域となる。
【００４６】
　また、第１電極層が形成された第１基材上に樹脂製のブラックマトリックスが形成され
ている場合には、凸状構造物はブラックマトリックスと同時に形成されたものであること
が好ましい。上述したように、凸状構造物は遮光性を有することが好ましいからである。
また、凸状構造物およびブラックマトリックス同時に形成することで、製造工程を簡略化
することができる。中でも、隔壁側基板および対向基板のいずれかがＴＦＴ基板であり、
第１基材上にＴＦＴを遮光するためのブラックマトリックスが形成されている場合には、
凸状構造物はこのブラックマトリックスと同時に形成されたものであることが好ましい。
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特に、図６に例示するように、隔壁側基板２がＴＦＴ２１を有するＴＦＴ基板であり、隔
壁側基板２において、画素電極４、ＴＦＴ２１、ゲート線２２ｇおよびソース線２２ｓが
形成された第１基材上に、ＴＦＴ２１を遮光するためのブラックマトリックス２３が形成
されている場合には、凸状構造物６はこのブラックマトリックス２３と同時に形成された
ものであることが好ましい。ＴＦＴ基板側にＴＦＴを遮光するためのブラックマトリック
スが形成されている場合、対向基板にブラックマトリックスを設ける必要がないので、位
置合わせ精度を大幅に改善することができるとともに、開口率を向上させることができる
。
【００４７】
　凸状構造物に用いられる材料としては、凸状構造物の遮光性の有無などに応じて適宜選
択されるが、通常は、樹脂が用いられ、中でも感光性樹脂が好ましく用いられる。感光性
樹脂はパターニングが容易だからである。遮光性を有する凸状構造物の材料としては、樹
脂に、カーボンブラック、チタンブラックなどの黒色顔料が分散された樹脂組成物が用い
られる。
　感光性樹脂としては、例えば、エチレングリコール（メタ）アクリレート、ジエチレン
グリコールジ（メタ）アクリレート、プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジ
プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アク
リレート、ポリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ヘキサングリコールジ（
メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、グリセリンジ（
メタ）アクリレート、グリセリントリジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパン
ジ（メタ）アクリレート、１，４－ブタンジオールジアクリレート、ペンタエリスリトー
ル（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエ
リスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アク
リレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート等のモノマー、ウレタン
アクリレート、エポキシアクリレート、ポリエステルアクリレート、エポキシ、ビニルエ
ーテル、ポリエン・チオール系等のオリゴマー、光二量化反応を起こすポリビニル桂皮酸
系樹脂等の光架橋型ポリマー等を例示することができる。
【００４８】
　凸状構造物の形成方法としては、例えば、フォトリソグラフィー法が用いられる。
　凸状構造物を形成する際には、凸状構造物の高さが隔壁の高さよりも低いので、通常、
第１電極層が形成された第１基材上に凸状構造物を形成した後に、隔壁を形成する。
【００４９】
　（２）隔壁
　本発明における隔壁は、第１電極層が形成された第１基材上にストライプ状に複数形成
されるものである。
【００５０】
　複数の隔壁は、通常、規則的に等間隔にストライプ状に形成される。隔壁間の間隔は、
セルギャップを均一に保持できれば特に限定されるものではなく、液晶表示素子の大きさ
、液晶のモード、駆動方式などに応じて適宜選択される。例えば、本発明の液晶表示素子
をＴＦＴを用いたアクティブマトリックス方式により駆動する場合、隔壁をソース線上ま
たはゲート線上に配置することが好ましいことから、隔壁間の間隔は、ゲート線間の間隔
またはソース線間の間隔の整数倍であることが好ましい。この場合、隔壁は、５～５０画
素毎に形成されていることが好ましい。具体的に、隔壁間の間隔は、１ｍｍ～３ｍｍの範
囲内であることが好ましく、さらに好ましくは１ｍｍ～２ｍｍの範囲内である。
【００５１】
　隔壁の高さとしては、所定のセルギャップを形成できれば特に限定されるものではなく
、液晶表示素子の大きさ、液晶のモード、駆動方式などに応じて適宜選択されるものであ
るが、中でも１μｍ～２０μｍの範囲内であることが好ましく、より好ましくは１μｍ～
１０μｍの範囲内、さらに好ましくは１．２μｍ～５μｍの範囲内である。
【００５２】
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　隔壁の幅は、表示品質の低下が生じない範囲であれば特に限定されるものではないが、
中でも１μｍ～２０μｍの範囲内であることが好ましく、特に２μｍ～１０μｍの範囲内
であることが好ましい。隔壁の幅が上記範囲よりも狭いと、精度良く隔壁を形成すること
が困難となる場合があるからである。また、隔壁の幅が上記範囲よりも広いと、例えば、
本発明の液晶表示素子をＴＦＴを用いたアクティブマトリックス方式により駆動する場合
に、画素内の有効面積が小さくなり、開口率が小さくなるおそれがあるからである。
【００５３】
　なお、上記隔壁の高さおよび幅は、走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）を用いて観察すること
によって測定した値とする。
【００５４】
　隔壁の形成位置としては、隔壁が遮光部材上に配置されていることが好ましい。隔壁が
遮光部材上に配置されていることにより、隔壁による開口率の低下を回避することができ
るからである。
　なお、遮光部材については、上記凸状構造物の項に記載したので、ここでの説明は省略
する。
【００５５】
　隔壁の断面形状としては、例えば、矩形、台形などが挙げられる。
【００５６】
　隔壁の数としては、複数であれば特に限定されるものではなく、液晶表示素子の大きさ
、液晶のモードなどに応じて適宜選択される。
【００５７】
　隔壁に用いられる材料としては、一般に液晶表示素子の隔壁として用いられている材料
であれば特に限定されるものではない。具体的には樹脂を挙げることができ、中でも感光
性樹脂が好ましく用いられる。感光性樹脂はパターニングが容易だからである。
　なお、感光性樹脂については、上記凸状構造物に用いられる感光性樹脂と同様であるの
で、ここでの説明は省略する。
【００５８】
　隔壁の形成方法としては、一般的な液晶表示素子の隔壁の形成方法を採用することがで
き、例えば、フォトリソグラフィー法が挙げられる。
【００５９】
　（３）重合液晶層
　本発明における重合液晶層は、重合性液晶用配向膜上に形成され、重合性液晶を重合し
てなるものである。
【００６０】
　本発明に用いられる重合性液晶としては、ネマチック相を発現するものであることが好
ましい。ネマチック相は、液晶相の中でも配向制御が比較的容易だからである。
【００６１】
　重合性液晶としては、重合性液晶モノマー、重合性液晶オリゴマー、および重合性液晶
ポリマーのいずれも用いることができるが、中でも、重合性液晶モノマーが好適に用いら
れる。重合性液晶モノマーは、他の重合性液晶、すなわち重合性液晶オリゴマーや重合性
液晶ポリマーと比較して、より低温で配向が可能であり、かつ配向に際しての感度も高く
、容易に配向させることができるからである。
【００６２】
　上記重合性液晶モノマーとしては、重合性官能基を有する液晶モノマーであれば特に限
定されるものではなく、例えばモノアクリレートモノマー、ジアクリレートモノマー等が
挙げられる。また、これらの重合性液晶モノマーは単独で用いてもよく、２種以上を混合
して用いてもよい。
【００６３】
　モノアクリレートモノマーおよびジアクリレートモノマーとしては、特開２００６－３
５０３２２号公報、特開２００６－３２３２１４号公報、特開２００５－２５８４２９号
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公報、特開２００５－２５８４２８号公報等に記載のものを用いることができる。
【００６４】
　本発明においては、重合性液晶モノマーの中でも、ジアクリレートモノマーが好適であ
る。ジアクリレートモノマーは、配向状態を良好に維持したまま容易に重合させることが
できるからである。
【００６５】
　上述した重合性液晶モノマーは、それ自体がネマチック相を発現するものでなくてもよ
い。これらの重合性液晶モノマーは、上述したように２種以上を混合して用いてもよいも
のであり、これらを混合した組成物すなわち重合性液晶が、ネマチック相を発現するもの
であればよいからである。
【００６６】
　さらに本発明においては、必要に応じて、上記重合性液晶に光重合開始剤や重合禁止剤
等を添加してもよい。例えば、電子線照射により重合性液晶を重合させる際には、光重合
開始剤が不要な場合はあるが、一般的に用いられている例えば紫外線照射による重合の場
合においては、通常光重合開始剤が重合促進のために用いられるからである。光重合開始
剤としては、例えば、特開２００５－２５８４２８号公報に記載されているような光重合
開始剤を用いることができる。また、光重合開始剤の他に増感剤を、本発明の目的が損な
われない範囲で添加することも可能である。
【００６７】
　このような光重合開始剤の添加量としては、一般的には０．０１～２０質量％、好まし
くは０．１～１０質量％、より好ましくは０．５～５質量％の範囲で上記重合性液晶に添
加することができる。
【００６８】
　重合液晶層の厚みは、目的とする異方性に応じて適宜調整されるものであり、例えば５
０ｎｍ～１０００ｎｍの範囲内で設定することができ、好ましくは５０ｎｍ～１００ｎｍ
の範囲内である。重合液晶層の厚みが厚すぎると必要以上の異方性が生じてしまい、また
重合液晶層の厚みが薄すぎると所定の異方性が得られない場合があるからである。
【００６９】
　重合液晶層は、重合性液晶用配向膜上に上記重合性液晶および溶媒を含む重合性液晶組
成物を塗布し、重合性液晶を配向させた後、重合性液晶を重合させて重合性液晶の配向状
態を固定化することにより形成することができる。
【００７０】
　上記重合性液晶組成物に用いる溶媒としては、上記重合性液晶等を溶解することができ
、かつ重合性液晶用配向膜の配向能を阻害しないものであれば特に限定されるものではな
い。このような溶媒としては、例えば、特開２００５－２５８４２８号公報に記載されて
いるような溶媒を用いることができる。溶媒は、単独で用いてもよく、２種以上を併用し
てもよい。
【００７１】
　また、単一種の溶媒を使用しただけでは、上記重合性液晶等の溶解性が不十分であった
り、上述したように重合性液晶用配向膜が侵食されたりする場合がある。この場合には、
２種以上の溶媒を混合使用することにより、この不都合を回避することができる。上記の
溶媒のなかにあって、単独溶媒として好ましいものは、炭化水素類およびグリコールモノ
エーテルアセテート系溶媒であり、混合溶媒として好ましいのは、エーテル類またはケト
ン類と、グリコール系溶媒との混合系である。
【００７２】
　重合性液晶組成物の濃度は、重合性液晶の溶解性や、重合液晶層の厚みに依存するため
一概には規定できないが、通常は０．１～４０質量％、好ましくは１～２０質量％の範囲
で調整される。重合性液晶組成物の濃度が上記範囲より低いと、重合性液晶が配向しにく
くなる場合があり、逆に重合性液晶組成物の濃度が上記範囲より高いと、重合性液晶組成
物の粘度が高くなるので均一な塗膜を形成しにくくなる場合があるからである。
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【００７３】
　さらに、上記重合性液晶組成物には、本発明の目的を損なわない範囲内で、例えば、特
開２００５－２５８４２８号公報に記載されているような化合物を添加することができる
。上記重合性液晶に対するこれら化合物の添加量は、本発明の目的が損なわれない範囲で
選択される。これらの化合物の添加により、重合性液晶の硬化性が向上し、得られる重合
液晶層の機械強度が増大し、またその安定性が改善される。
【００７４】
　このような重合性液晶組成物を塗布する方法としては、例えばスピンコート法、ロール
コート法、プリント法、ディップコート法、ダイコート法、キャスティング法、バーコー
ト法、ブレードコート法、スプレーコート法、グラビアコート法、リバースコート法、押
し出しコート法、インクジェット法、フレキソ印刷法、スクリーン印刷法等が挙げられる
。
【００７５】
　また、上記重合性液晶組成物を塗布した後は、溶媒を除去するのであるが、この溶媒の
除去は、例えば、減圧除去もしくは加熱除去、さらにはこれらを組み合わせる方法等によ
り行われる。
【００７６】
　本発明においては、上述したように塗布された重合性液晶を、重合性液晶用配向膜によ
り配向させて液晶規則性を有する状態とする。すなわち、重合性液晶にネマチック相を発
現させる。これは、通常はＮ－Ｉ転移点以下で熱処理する方法等の方法により行われる。
ここで、Ｎ－Ｉ転移点とは、液晶相から等方相へ転移する温度を示すものである。
【００７７】
　重合性液晶の配向状態を固定化するには、重合を活性化する活性放射線を照射する方法
が用いられる。ここでいう活性放射線とは、重合性液晶に対して重合を起こさせる能力が
ある放射線をいい、必要であれば重合性液晶内に光重合開始剤が含まれていてもよい。
【００７８】
　このような活性放射線としては、重合性液晶を重合させることが可能な放射線であれば
特に限定されるものではないが、通常は装置の容易性等の観点から紫外光または可視光線
が使用され、波長が１５０～５００ｎｍ、好ましくは２５０～４５０ｎｍ、さらに好まし
くは３００～４００ｎｍの照射光が用いられる。
【００７９】
　本発明においては、光重合開始剤が紫外線でラジカルを発生し、重合性液晶がラジカル
重合するような重合性液晶に対して、紫外線を活性放射線として照射する方法が好ましい
方法であるといえる。活性放射線として紫外線を用いる方法は、既に確立された技術であ
ることから、用いる光重合開始剤を含めて、本発明への応用が容易だからである。
【００８０】
　この照射光の光源としては、低圧水銀ランプ（殺菌ランプ、蛍光ケミカルランプ、ブラ
ックライト）、高圧放電ランプ（高圧水銀ランプ、メタルハライドランプ）、ショートア
ーク放電ランプ（超高圧水銀ランプ、キセノンランプ、水銀キセノンランプ）などが例示
できる。なかでもメタルハライドランプ、キセノンランプ、高圧水銀ランプ等の使用が推
奨される。また、照射強度は、重合性液晶の組成や光重合開始剤の多寡によって適宜調整
されて照射される。
【００８１】
　このような活性照射線の照射は、上記重合性液晶が液晶相となる温度条件で行ってもよ
く、また液晶相となる温度より低い温度で行ってもよい。一旦液晶相となった重合性液晶
は、その後温度を低下させても、配向状態が急に乱れることはないからである。
【００８２】
　なお、重合性液晶の配向状態を固定化する方法としては、上記の活性放射線を照射する
方法以外にも、加熱して重合性液晶を重合させる方法も用いることができる。この場合に
用いられる重合性液晶としては、Ｎ－Ｉ転移点以下で熱重合する重合性液晶モノマーが好



(15) JP 2010-224445 A 2010.10.7

10

20

30

40

50

ましい。
【００８３】
　（４）重合性液晶用配向膜
　本発明における重合性液晶用配向膜は、上記隔壁および上記凸状構造物が形成された第
１基材上に形成されるものである。
【００８４】
　重合性液晶用配向膜としては、上記重合性液晶を配向させることができ、さらに上記重
合性液晶の配向状態を固定化する際に悪影響を及ぼさないものであれば特に限定されるも
のではない。重合性液晶用配向膜として、例えば、ラビング処理された配向膜、光配向処
理された光配向膜、斜方蒸着配向膜等を用いることができる。
【００８５】
　ラビング処理された配向膜は、比較的高いプレチルト角を実現することができる点で有
用である。ラビング処理された配向膜としては、例えば特開２００８－１２９５２９号公
報に記載のものを用いることができる。
【００８６】
　光配向膜は、光励起反応型材料を塗布した基板に偏光を制御した光を照射し、光励起反
応（分解、異性化、二量化）を生じさせて得られた膜に異方性を付与することによりその
膜上の液晶分子を配向させるものである。光配向膜は、光配向処理が非接触配向処理であ
ることから静電気や塵の発生がなく、定量的な配向処理の制御ができる点で有用である。
光配向膜に用いられる光励起反応型材料は、光を照射して光励起反応を生じることにより
、液晶を配向させる効果（光配列性：photoaligning）を有するものであれば特に限定さ
れるものではない。このような光励起反応型材料としては、大きく、光二量化反応を生じ
ることにより膜に異方性を付与する光二量化型材料と、光異性化反応を生じることにより
膜に異方性を付与する光異性化型材料と、光分解反応を生じることにより膜に異方性を付
与する光分解化型材料とに分けることができる。光配向膜としては、例えば特開２００６
－３５０３２２号公報、特開２００６－３２３２１４号公報、特開２００５－２５８４２
９号公報、特開２００５－２５８４２８号公報に記載のものを用いることができる。
【００８７】
　斜方蒸着配向膜は、斜め蒸着法により形成されるものである。斜方蒸着配向膜は、比較
的高いプレチルト角を実現することができる点で有用である。斜方蒸着配向膜としては、
例えば国際公開ＷＯ２００８／０７５７３２号パンフレットに記載のものを用いることが
できる。
【００８８】
　（５）第１電極層
　本発明における第１電極層は、第１基材上に形成されるものである。
【００８９】
　第１電極層は、一般に液晶表示素子の電極として用いられているものであれば特に限定
されるものではないが、隔壁側基板の第１電極層および対向基板の第２電極層のうち少な
くとも一方が透明導電体で形成されることが好ましい。透明導電体材料としては、酸化イ
ンジウム、酸化錫、酸化インジウム錫（ＩＴＯ）、酸化インジウム亜鉛（ＩＺＯ）等が好
ましく挙げられる。
【００９０】
　本発明の液晶表示素子を、ＴＦＴを用いたアクティブマトリックス方式で駆動させる場
合には、隔壁側基板および対向基板のうち、一方に上記透明導電体で形成される全面共通
電極を設け、他方にはゲート線およびソース線をマトリックス状に配列し、ゲート線とソ
ース線で囲まれた部分にＴＦＴ素子および画素電極を設ける。
【００９１】
　第１電極層の形成方法としては、化学蒸着（ＣＶＤ）法や、スパッタリング法、イオン
プレーティング法、真空蒸着法等の物理蒸着（ＰＶＤ）法などが挙げられる。
【００９２】
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　（６）第１基材
　本発明に用いられる第１基材は、一般に液晶表示素子の基材として用いられるものであ
れば特に限定されるものではなく、例えば、ガラス板、プラスチック板などが好ましく挙
げられる。
【００９３】
　（７）その他の構成
　本発明における隔壁側基板には、第１基材上に樹脂製のブラックマトリックスが形成さ
れていてもよい。例えば、壁側基板および対向基板のいずれかがＴＦＴ基板である場合に
は、第１基材上にＴＦＴを遮光するためのブラックマトリックスが形成されていてもよい
。中でも、図６に例示するように、隔壁側基板２がＴＦＴ２１を有するＴＦＴ基板である
場合には、画素電極４、ＴＦＴ２１、ゲート線２２ｇおよびソース線２２ｓが形成された
第１基材上に、ＴＦＴ２１を遮光するためのブラックマトリックス２３が形成されている
ことが好ましい。ＴＦＴ基板側にＴＦＴを遮光するためのブラックマトリックスが形成さ
れている場合、対向基板にブラックマトリックスを設ける必要がないので、位置合わせ精
度を大幅に改善することができるとともに、開口率を向上させることができるからである
。
【００９４】
　このように第１基材上に樹脂製のブラックマトリックスが形成されている場合、上述し
たように、ブラックマトリックスは、上記凸状構造物と同時に形成されたものであること
が好ましい。上述したように、凸状構造物は遮光性を有することが好ましく、また凸状構
造物およびブラックマトリックス同時に形成することで、製造工程を簡略化することがで
きるからである。
【００９５】
　なお、ブラックマトリックスの材料、厚み、形成方法等については、上記凸状構造物の
材料、高さ、形成方法等と同様とすることができるので、ここでの説明は省略する。
【００９６】
　本発明における隔壁側基板には、第１基材上に遮光部材が形成されていてもよい。遮光
部材としては、遮光性を有する部材であれば特に限定されるものではなく、上述したよう
に、例えば、本発明の液晶表示素子をＴＦＴを用いたアクティブマトリックス方式により
駆動する場合には、ソース線やゲート線等の配線、補助容量、ＴＦＴ素子などが挙げられ
る。また、例えば、隔壁側基板および対向基板のいずれかにカラーフィルタを設ける場合
、遮光部材としてはブラックマトリックスを挙げることができる。
【００９７】
　このように第１基材上に遮光部材が形成されている場合、上述したように、遮光部材上
に上記凸状構造物が配置されていることが好ましい。凸状構造物による開口率の低下を回
避することができるからである。
【００９８】
　本発明における隔壁側基板には、第１基材上に着色層が形成されていてもよい。なお、
対向基板において第２基材上に着色層が形成されている場合には、隔壁側基板には着色層
が形成されない。すなわち、隔壁側基板に着色層が形成されていてもよく、対向基板に着
色層が形成されていてもよい。
　着色層が形成されている場合には、着色層によってカラー表示を実現することができる
カラーフィルタ方式の液晶表示素子を得ることができる。
　着色層の形成方法としては、一般的なカラーフィルタにおける着色層を形成する方法を
用いることができ、例えば、顔料分散法（カラーレジスト法、エッチング法）、印刷法、
インクジェット法などを用いることができる。
【００９９】
　本発明における隔壁側基板は、ＴＦＴを有するＴＦＴ基板であることが好ましい。例え
ば、隔壁や凸状構造物を、ＴＦＴ、画素電極、ゲート線、ソース線、補助容量などの上に
配置する場合には、位置合わせ精度を改善することができるからである。
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【０１００】
　２．対向基板
　本発明における対向基板は、第２基材と、上記第２基材上に形成された第２電極層とを
有するものである。
　なお、第２基材および第２電極層については、上記隔壁側基板における第１基材および
第１電極層と同様であるので、ここでの説明は省略する。
【０１０１】
　本発明における対向基板では、第２電極層上に未配向処理層または配向層が形成されて
いてもよい。中でも、強誘電性液晶が、降温過程においてＳｍＡ相を経由せずにＳｍＣ＊

相を発現し、単安定性を示すものである場合には、第２電極層上に所定の未配向処理層ま
たは配向層が形成されており、強誘電性液晶を含む液晶層が、隔壁側基板の重合液晶層と
対向基板の未配向処理層または配向層との間に挟持されていることが好ましい。
【０１０２】
　また、強誘電性液晶が、降温過程においてＳｍＡ相を経由せずにＳｍＣ＊相を発現し、
単安定性を示すものである場合には、強誘電性液晶を含む液晶層が、隔壁側基板の重合液
晶層と対向基板の第２電極層との間に挟持されていることも好ましい。重合液晶層の構成
材料および第２電極層の構成材料は互いに異なる組成を有するので、重合液晶層と第２電
極層とでは、強誘電性液晶と重合液晶層表面および第２電極層表面との相互作用である、
極性表面相互作用が異なると考えられる。そのため、重合液晶層と第２電極層とで重合液
晶層の方が相対的に正の極性が強い傾向にあり、第２電極層側に強誘電性液晶の自発分極
の正極性が向く傾向にあることを利用して、液晶分子の自発分極の向きを制御することが
できる。そして、液晶分子の自発分極の向きを制御することができるので、ＳｍＡ相を経
由せずにＳｍＣ＊相を発現する強誘電性液晶に特有のダブルドメイン等の配向欠陥を生じ
ることなく、強誘電性液晶のモノドメイン配向を得ることができる。
　以下、対向基板における他の構成について説明する。
【０１０３】
　（１）未配向処理層
　本発明において、強誘電性液晶が、降温過程においてＳｍＡ相を経由せずにＳｍＣ＊相
を発現し、単安定性を示すものである場合には、図７に例示するように、対向基板１２は
、第２電極層１４上に形成され、分子内にアゾベンゼン骨格を有する光異性化反応性化合
物を含有し、光配向処理が施されていない未配向処理層１６をさらに有することが好まし
い。この場合、強誘電性液晶を含む液晶層１０は隔壁側基板２の重合液晶層８と対向基板
１２の未配向処理層１６との間に挟持され、重合液晶層８の構成材料と未配向処理層１６
の構成材料とは互いに異なる組成を有するものとなる。
【０１０４】
　重合液晶層と分子内にアゾベンゼン骨格を有する光異性化反応性化合物を含有する未配
向処理層とでは、重合液晶層のほうが相対的に正の極性が強い傾向にあり、未配向処理層
側に液晶分子の自発分極の正極性が向く傾向にある。これは、強誘電性液晶と重合液晶層
表面および未配向処理層表面との相互作用である、極性表面相互作用が影響しているもの
と考えられる。したがって、未配向処理層側に強誘電性液晶の自発分極の正極性が向く傾
向にあることを利用して、液晶分子の自発分極の向きを制御することができる。そして、
液晶分子の自発分極の向きを制御することができるので、ＳｍＡ相を経由せずにＳｍＣ＊

相を発現する強誘電性液晶に特有のダブルドメイン等の配向欠陥を生じることなく、強誘
電性液晶のモノドメイン配向を得ることができる。
【０１０５】
　図８（ａ）、（ｂ）は、強誘電性液晶の配向状態の一例を示す模式図である。なお、図
８（ａ）、（ｂ）において、強誘電性液晶については液晶分子を示している。
　電圧無印加状態では、図８（ａ）に例示するように、極性表面相互作用によって、液晶
分子１０ａの自発分極Ｐｓが未配向処理層１６側を向く傾向にある。このとき、第１電極
層４に負の電圧、第２電極層１４に正の電圧を印加すると、図８（ｂ）に例示するように
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、印加電圧の極性の影響により、液晶分子１０ａの自発分極Ｐｓは重合液晶層８側を向く
ようになる。一方、第１電極層４に正の電圧、第２電極層１４に負の電圧を印加すると、
図８（ａ）に例示するように、印加電圧の極性の影響によって、液晶分子１０ａの自発分
極Ｐｓは未配向処理層１６側を向くようになる。この場合、自発分極の向きは、電圧無印
加状態と同様になる。自発分極の向きがこのような方向になるのは、自発分極の向きが、
強誘電性液晶の分極と強誘電性液晶に直に接する層の分極または電圧の極性とが電気的に
つり合う方向になるため、液晶分子が電気的に安定な状態になるからである。
【０１０６】
　このように、未配向処理層側に強誘電性液晶の自発分極の正極性が向く傾向にあること
を利用して、液晶分子の自発分極の向きを制御することができ、ダブルドメイン等の配向
欠陥を生じることなく、強誘電性液晶のモノドメイン配向を得ることができるのである。
また、重合液晶層および未配向処理層が強誘電性液晶の配向に作用するので、電界印加徐
冷法によらずに強誘電性液晶を配向させることができ、相転移温度以上に昇温してもその
配向を維持し、配向欠陥の発生を抑制することができるという利点を有する。
【０１０７】
　また、未配向処理層は配向処理が施されていないものであり、すなわち配向処理を施す
必要がない。よって、液晶表示素子の製造工程を簡略化することができる。特に、液晶表
示素子を作製する際には大型のマザーガラスが用いられることが多く、このマザーガラス
の大型化が年々進んでいることから、光配向処理を施す場合にはより大型のマザーガラス
に対応する露光装置を開発する必要があり、マザーガラスの大型化に伴って設備投資が拡
大することが近年懸念されているが、光配向処理を施す必要がないのでコスト削減が可能
となる。
【０１０８】
　なお、未配向処理層が光配向処理が施されていないものであることは、未配向処理層の
偏光紫外・可視吸収スペクトルを測定することにより確認することができる。すなわち、
紫外可視分光光度計（Ｖ７１００：日本分光株式会社製）を用いて、未配向処理層に対し
て偏光紫外線を照射し、紫外線の偏光方向と平行および垂直方向の偏光紫外・可視吸収ス
ペクトルを測定する。垂直方向と水平方向のスペクトルの吸収ピークの比が１．２以下で
あれば、配向処理が施されていないものであるとする。
【０１０９】
　上記の垂直方向と水平方向のスペクトルの吸収ピークの比は、１．２以下であることが
好ましく、より好ましくは１．１以下である。なお、未配向処理層を形成する際の上記材
料の塗布方法等によっては未配向処理層が若干の異方性を有するものとなる場合もあるこ
とから、上記の垂直方向と水平方向のスペクトルの吸収ピークの比の下限は特に限定され
るものではない。
【０１１０】
　なお、分子内にアゾベンゼン骨格を有する光異性化反応性化合物としては、例えば特開
２００６－３５０３２２号公報、特開２００６－３２３２１４号公報、特開２００５－２
５８４２９号公報、特開２００５－２５８４２８号公報に記載のものを用いることができ
る。
【０１１１】
　未配向処理層の厚みは、１ｎｍ～１０００ｎｍの範囲内であることが好ましく、より好
ましくは３ｎｍ～１００ｎｍの範囲内である。未配向処理層の厚みが上記範囲より薄いと
十分に強誘電性液晶の自発分極の向きの制御ができない可能性があり、逆に未配向処理層
の厚みが上記範囲より厚いとコスト的に不利になる場合があるからである。
【０１１２】
　なお、分子内にアゾベンゼン骨格を有する光異性化反応性化合物を含有し、光配向処理
が施されていない未配向処理層の形成方法については、例えば特開２００６－３５０３２
２号公報、特開２００６－３２３２１４号公報、特開２００５－２５８４２９号公報、特
開２００５－２５８４２８号公報に記載の光配向膜の形成方法において、偏光を制御した
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光を照射しない以外は同様である。
【０１１３】
　（２）配向層
　本発明においては、強誘電性液晶が、降温過程においてＳｍＡ相を経由せずにＳｍＣ＊

相を発現し、単安定性を示すものである場合には、図２に例示するように、対向基板１２
は、第２電極層１４上に形成された配向層１５をさらに有することも好ましい。この場合
、強誘電性液晶を含む液晶層１０は隔壁側基板２の重合液晶層８と対向基板１２の配向層
１５との間に挟持され、重合液晶層８の構成材料と配向層１５の構成材料とは互いに異な
る組成を有している。
【０１１４】
　重合液晶層の構成材料および配向層の構成材料は互いに異なる組成を有するので、重合
液晶層と配向層とでは、強誘電性液晶と重合液晶層表面および配向層表面との相互作用で
ある、極性表面相互作用が異なると考えられる。そのため、重合液晶層と配向層とで、重
合液晶層の方が相対的に正の極性が強い傾向にある場合には、電圧無印加状態において、
図９（ａ）に例示するように、極性表面相互作用によって、液晶分子１０ａの自発分極Ｐ
ｓの正の極性が配向層１５側を向くと考えられる。一方、重合液晶層と配向層とで、配向
層の方が相対的に正の極性が強い傾向にある場合には、電圧無印加状態において、図９（
ｂ）に例示するように、極性表面相互作用によって、液晶分子１０ａの自発分極Ｐｓの正
の極性が重合液晶層８側を向くと考えられる。自発分極の向きがこのような方向になるの
は、自発分極の向きが、強誘電性液晶の分極と強誘電性液晶に直に接する層の分極とが電
気的につり合う方向になるため、液晶分子が電気的に安定な状態になるからである。
【０１１５】
　したがって、重合液晶層および配向層の構成材料が互いに異なる組成を有することによ
り、それぞれの材料に応じて重合液晶層表面および配向層表面の極性を異ならせることが
できる。これにより、強誘電性液晶および重合液晶層の極性表面相互作用と、強誘電性液
晶および配向層の極性表面相互作用とが異なるものとなるため、重合液晶層および配向層
の表面極性を考慮して材料を適宜選択することによって、液晶分子の自発分極の向きを制
御することができる。その結果、ＳｍＡ相を経由せずにＳｍＣ＊相を発現する強誘電性液
晶に特有のダブルドメイン等の配向欠陥を生じることなく、強誘電性液晶のモノドメイン
配向を得ることができる。また、重合液晶層および配向層が強誘電性液晶の配向に作用す
るので、電界印加徐冷法によらずに強誘電性液晶を配向させることができ、相転移温度以
上に昇温してもその配向を維持し、配向欠陥の発生を抑制することができるという利点を
有する。
【０１１６】
　配向層としては、液晶層を構成する液晶を配向させることができるものであれば特に限
定されなく、例えば、ラビング処理された配向膜、光配向処理された光配向膜、斜方蒸着
配向膜、重合性液晶用配向膜と重合液晶層とが積層されたもの、等を用いることができる
。
　なお、ラビング処理された配向膜、光配向処理された光配向膜、斜方蒸着配向膜、重合
性液晶用配向膜、および重合液晶層についてはそれぞれ、上記隔壁側基板の項に記載した
ものと同様であるので、ここでの説明は省略する。
【０１１７】
　配向層が、ラビング処理された配向膜、光配向膜、斜方蒸着配向膜である場合には、隔
壁側基板の重合液晶層の構成材料と対向基板の配向層の構成材料とは必然的に互いに異な
るものとなる。また、重合液晶層は、ラビング処理された配向膜、光配向膜、斜方蒸着配
向膜よりも相対的に正の極性が強い傾向にある。そのため、配向層が、ラビング処理され
た配向膜、光配向膜、斜方蒸着配向膜である場合には、図９（ａ）に例示するように、電
圧無印加状態では、極性表面相互作用によって、液晶分子１０ａの自発分極Ｐｓが対向基
板１２の配向層１５側を向く傾向にある。このとき、第１電極層４に負の電圧、第２電極
層１４に正の電圧を印加すると、図９（ｂ）に例示するように、印加電圧の極性の影響に
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より、液晶分子１０ａの自発分極Ｐｓは隔壁側基板２の重合液晶層８側を向くようになる
。一方、第１電極層４に正の電圧、第２電極層１４に負の電圧を印加すると、図９（ａ）
に例示するように、印加電圧の極性の影響によって、液晶分子１０ａの自発分極Ｐｓは対
向基板１２の配向層１５側を向くようになる。この場合、自発分極の向きは、電圧無印加
状態と同様になる。自発分極の向きがこのような方向になるのは、自発分極の向きが、強
誘電性液晶の分極と強誘電性液晶に直に接する層の分極または電圧の極性とが電気的につ
り合う方向になるため、液晶分子が電気的に安定な状態になるからである。
【０１１８】
　一方、図１０に例示するように、配向層１５が、重合性液晶用配向膜１５ａと重合液晶
層１５ｂとが積層されたものである場合には、隔壁側基板２の重合液晶層８と対向基板の
重合液晶層１５ｂとの間に強誘電性液晶を含む液晶層１０が挟持されることになるため、
壁側基板２の重合液晶層８の構成材料と対向基板の重合液晶層１５ｂの構成材料とを異な
らせる必要がある。よって、隔壁側基板の重合液晶層と対向基板の重合液晶層との表面極
性を考慮して重合性液晶組成物を適宜選択することによって、液晶分子の自発分極の向き
を制御することができる。
　例えば、隔壁側基板の重合液晶層と対向基板の重合液晶層とで、隔壁側基板の重合液晶
層の方が相対的に正の極性が強い傾向にある場合には、電圧無印加状態において、図９（
ａ）に例示するように、極性表面相互作用によって、液晶分子１０ａの自発分極Ｐｓの正
の極性が対向基板１２の配向層１５側を向くようになる。このとき、第１電極層４に負の
電圧、第２電極層１４に正の電圧を印加すると、図９（ｂ）に例示するように、印加電圧
の極性の影響により、液晶分子１０ａの自発分極Ｐｓは隔壁側基板２の重合液晶層８側を
向くようになる。一方、第１電極層４に正の電圧、第２電極層１４に負の電圧を印加する
と、図９（ａ）に例示するように、印加電圧の極性の影響によって、液晶分子１０ａの自
発分極Ｐｓは対向基板１２の配向層１５側を向くようになる。この場合、自発分極の向き
は、電圧無印加状態と同様になる。
　また例えば、隔壁側基板の重合液晶層と対向基板の重合液晶層とで、対向基板の重合液
晶層の方が相対的に正の極性が強い傾向にある場合には、電圧無印加状態において、図９
（ｂ）に例示するように、極性表面相互作用によって、液晶分子１０ａの自発分極Ｐｓの
正の極性が隔壁側基板２の重合液晶層８側を向くようになる。このとき、第１電極層４に
正の電圧、第２電極層１４に負の電圧を印加すると、図９（ａ）に例示するように、印加
電圧の極性の影響により、液晶分子１０ａの自発分極Ｐｓは隔壁側基板２の重合液晶層８
側を向くようになる。一方、第１電極層４に負の電圧、第２電極層１４に正の電圧を印加
すると、図９（ｂ）に例示するように、印加電圧の極性の影響によって、液晶分子１０ａ
の自発分極Ｐｓは対向基板１２の配向層１５側を向くようになる。この場合、自発分極の
向きは、電圧無印加状態と同様になる。
　自発分極の向きがこのような方向になるのは、自発分極の向きが、強誘電性液晶の分極
と強誘電性液晶に直に接する層の分極または電圧の極性とが電気的につり合う方向になる
ため、液晶分子が電気的に安定な状態になるからである。
【０１１９】
　（３）その他の構成
　本発明における対向基板には、第２基材上に遮光部材が形成されていてもよい。この場
合、上述したように、遮光部材上に上記凸状構造物が配置されていることが好ましい。凸
状構造物による開口率の低下を回避することができるからである。
　なお、遮光部材については、上記隔壁側基板の項に記載したので、ここでの説明は省略
する。
【０１２０】
　本発明における対向基板には、第２基材上に着色層が形成されていてもよい。なお、着
色層については、上記隔壁側基板の項に記載したので、ここでの説明は省略する。
【０１２１】
　３．液晶層
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　本発明における液晶層は、上記隔壁側基板の重合液晶層と上記対向基板との間に挟持さ
れ、強誘電性液晶を含むものである。
【０１２２】
　強誘電性液晶としては、カイラルスメクチックＣ（ＳｍＣ＊）相を発現するものであれ
ば特に限定されるものではない。強誘電性液晶の相系列としては、例えば、降温過程にお
いてネマチック（Ｎ）相－コレステリック（Ｃｈ）相－カイラルスメクチックＣ（ＳｍＣ
＊）相と相変化するもの、ネマチック（Ｎ）相－カイラルスメクチックＣ（ＳｍＣ＊）相
と相変化するもの、ネマチック（Ｎ）相－スメクチックＡ（ＳｍＡ）相－カイラルスメク
チックＣ（ＳｍＣ＊）相と相変化するもの、ネマチック（Ｎ）相－コレステリック（Ｃｈ
）相－スメクチックＡ（ＳｍＡ）相－カイラルスメクチックＣ（ＳｍＣ＊）相と相変化す
るもの、などを挙げることができる。
　中でも、強誘電性液晶は、降温過程においてスメクチックＡ（ＳｍＡ）相を経由せずに
カイラルスメクチックＣ（ＳｍＣ＊）相を発現するものであることが好ましい。ＳｍＡ相
を経由しない相系列を有する強誘電性液晶は、層法線方向の異なる二つの領域（ダブルド
メイン）が発生しやすいが、上述したように、対向基板に未配向処理層または配向層を形
成することにより、ダブルドメインの発生を効果的に抑制することができるからである。
【０１２３】
　また、強誘電性液晶としては、双安定性を示すものおよび単安定性を示すもののいずれ
も用いることができる。中でも、単安定性を示す強誘電性液晶が好ましい。単安定性を示
す強誘電性液晶を用いた場合には、電圧変化により液晶のダイレクタ(分子軸の傾き)を連
続的に変化させ、透過光度をアナログ変調することで、階調表示が可能となるからである
。
　特に、液晶表示素子をフィールドシーケンシャルカラー方式により駆動させる場合には
、単安定性を示す強誘電性液晶を用いることが好ましい。単安定性を示す強誘電性液晶を
用いることにより、ＴＦＴを用いたアクティブマトリックス方式による駆動が可能になり
、また、電圧変調により階調制御が可能になり、高精細で高品位の表示を実現することが
できるからである。
【０１２４】
　なお、「単安定性を示す」とは、電圧無印加時の強誘電性液晶の状態がひとつの状態で
安定化している状態をいう。強誘電性液晶は、図１１に例示するように、液晶分子１０ａ
が層法線ｚから傾いており、層法線ｚに垂直な底面を有する円錐（コーン）の稜線に沿っ
て回転する。このような円錐（コーン）において、液晶分子１０ａの層法線ｚに対する傾
き角をチルト角θという。このように、液晶分子１０ａは層法線ｚに対しチルト角±θだ
け傾く二つの状態間をコーン上に動作することができる。具体的に説明すると、単安定性
を示すとは、電圧無印加時に液晶分子１０ａがコーン上のいずれかひとつの状態で安定化
している状態をいう。
【０１２５】
　単安定性を示す強誘電性液晶の中でも、図１２（ａ）、（ｂ）に例示するような、正負
いずれかの電圧を印加したときにのみ液晶分子が動作する、ハーフＶ字型スイッチング特
性を示すものであることが好ましい。このようなハーフＶ字型スイッチング特性を示す強
誘電性液晶を用いると、白黒シャッターとしての開口時間を十分に長くとることができ、
これにより時間的に切り替えられる各色をより明るく表示することができ、明るいカラー
表示の液晶表示素子を実現することができるからである。
【０１２６】
　なお、「ハーフＶ字型スイッチング特性」とは、印加電圧に対する透過光量が非対称な
電気光学特性をいう。具体的には、液晶層に正負の電圧１０Ｖをそれぞれ印加したときの
印加電圧に対する透過光量のうち、透過光量が小さい場合の印加電圧の透過光量をＡ、透
過光量が大きい場合の印加電圧の透過光量をＢとすると、Ｂ／Ａが２以上となる特性をい
う。
【０１２７】
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　強誘電性液晶が、降温過程においてＳｍＡ相を経由せずにＳｍＣ＊相を発現し、単安定
性を示すものである場合であって、対向基板に未配向処理層または配向層が形成されてい
る場合、強誘電性液晶は、第１電極層に負の電圧を印加したときに、液晶分子が単安定状
態から一方の側に傾き、第１電極層に正の電圧を印加したときに、液晶分子が、単安定状
態を維持するか、または単安定状態から第１電極層に負の電圧を印加したときとは逆側に
傾き、第１電極層に負の電圧を印加したときの液晶分子の単安定状態からの傾斜角が、第
１電極層に正の電圧を印加したときの液晶分子の単安定状態からの傾斜角よりも大きいも
のであることが好ましい。
　なお、上記強誘電性液晶については、特開２００６－３５０３２２号公報等に記載のも
のと同様である。
【０１２８】
　このような強誘電性液晶としては、一般に知られる液晶材料の中から要求特性に応じて
種々選択することができる。特に、Ｃｈ相からＳｍＡ相を経由しないでＳｍＣ＊相を発現
する強誘電性液晶は、ハーフＶ字型スイッチング特性を示すものとして好適であり、具体
的には、ＡＺエレクトロニックマテリアルズ社製「Ｒ２３０１」が挙げられる。また、Ｓ
ｍＡ相を経由する強誘電性液晶として、具体的には、ＡＺエレクトロニックマテリアルズ
社製「ＦＥＬＩＸＭ４８５１－１００」などが挙げられる。
【０１２９】
　液晶層には、上記の強誘電性液晶以外に他の化合物が含有されていてもよい。他の化合
物としては、液晶表示素子に求められる機能に応じて任意の機能を備えるものを用いるこ
とができる。好適に用いられる他の化合物としては、重合性モノマーの重合物を挙げるこ
とができる。液晶層中に重合性モノマーの重合物が含有されることにより、強誘電性液晶
の配列がいわゆる「高分子安定化」され、優れた配向安定性が得られるからである。
　なお、液晶層が強誘電性液晶および重合性モノマーの重合物を含有する場合については
、特開２００６－３２３２１５号公報等に記載のものと同様である。
【０１３０】
　液晶層の厚みとしては、１．２μｍ～３．０μｍの範囲内であることが好ましく、より
好ましくは１．３μｍ～２．５μｍ、さらに好ましくは１．４μｍ～２．０μｍの範囲内
である。液晶層の厚みが薄すぎるとコントラストが低下するおそれがあり、また液晶層の
厚みが厚すぎると強誘電性液晶が配向しにくくなる可能性があるからである。
【０１３１】
　隔壁側基板の重合液晶層と対向基板との間に液晶を挟持させる方法としては、一般に液
晶セルの作製方法として用いられる方法を使用することができ、例えば真空注入方式、液
晶滴下方式等を用いることができる。
　真空注入方式では、例えばあらかじめ隔壁側基板および対向基板を用いて作製した液晶
セルに、加温することによって等方性液体とした液晶を、キャピラリー効果を利用して注
入し、接着剤で封鎖することにより、隔壁側基板および対向基板の間に液晶を挟持させる
ことができる。
　また液晶滴下方式では、例えば隔壁側基板の重合液晶層上に、加温した液晶を滴下し、
対向基板の周縁部にシール剤を塗布し、減圧下で隔壁側基板および対向基板を重ね合わせ
、シール剤を介して接着させることにより、隔壁側基板および対向基板の間に液晶を挟持
させることができる。
【０１３２】
　隔壁側基板および対向基板の間に液晶を挟持させた後は、液晶を配向させる。この際、
液晶セルを常温まで徐冷することにより、封入された液晶を配向させることができる。こ
の場合には、電界印加処理を行うことなく強誘電性液晶を配向させることが好ましい。対
向基板に未配向処理層または配向層が形成されており、隔壁側基板の重合液晶層と対向基
板の未配向処理層または配向層との間に強誘電性液晶が挟持されている場合には、電界印
加処理を行うことなく、強誘電性液晶を徐冷することのみで、重合液晶層や配向層の配向
能、および、未配向処理層または配向層と重合液晶層との強誘電性液晶への表面極性相互
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作用によって、強誘電性液晶を配向させ、自発分極の向きを制御することができるからで
ある。よって、電界印加処理を行うことなく強誘電性液晶を配向させるので、相転移温度
以上に昇温してもその配向を維持し、配向欠陥の発生を抑制することが可能である。
【０１３３】
　また、強誘電性液晶を用いる場合であって、強誘電性液晶に重合性モノマーが添加され
ている場合には、強誘電性液晶を配向させた後、重合性モノマーを重合させる。重合性モ
ノマーの重合方法としては、重合性モノマーの種類に応じて適宜選択され、例えば、重合
性モノマーとして紫外線硬化性樹脂モノマーを用いた場合は、紫外線照射により重合性モ
ノマーを重合させることができる。
【０１３４】
　５．液晶表示素子の駆動方法
　本発明において、液晶表示素子の駆動方法としては、ＴＦＴを用いたアクティブマトリ
ックス方式が好ましい。ＴＦＴを用いたアクティブマトリックス方式を採用することによ
り、目的の画素を確実に点灯、消灯できるため高品質なディスプレイが可能となるからで
ある。
　一方、液晶表示素子の駆動方法は、セグメント方式であってもよい。
【０１３５】
　また、液晶表示素子の駆動方法としては、フィールドシーケンシャル方式およびカラー
フィルタ方式のいずれであってもよい。中でも、液晶層に強誘電性液晶を用いる場合には
、強誘電性液晶の高速応答性を利用することができるので、１画素を時間分割し、良好な
動画表示特性を得るために高速応答性を特に必要とするフィールドシーケンシャルカラー
方式が適している。
【０１３６】
　なお、本発明は、上記実施形態に限定されるものではない。上記実施形態は、例示であ
り、本発明の特許請求の範囲に記載された技術的思想と実質的に同一な構成を有し、同様
な作用効果を奏するものは、いかなるものであっても本発明の技術的範囲に包含される。
【実施例】
【０１３７】
　以下に実施例を示し、本発明をさらに詳細に説明する。
　［実施例１］
　（強誘電性液晶用ＴＦＴ基板（隔壁側基板）の作製）
　ＴＦＴ電極層（厚さ０．７５μｍのＴＦＴ素子、厚さ０．２５μｍのゲート線、厚さ０
．２μｍのソース線、厚さ０．５５μｍの補助容量など）が形成されたガラス基板を準備
した。画素サイズは、８０μｍ×８０μｍとした。
　このガラス基板をよく洗浄し、このガラス基板上に樹脂ブラックマトリクスレジスト（
商品名：ＭＣＫ－０１３－１１Ｓ　三菱化学社製）をスピンコートして、減圧乾燥し、１
００℃で３分間プリベークを行った。次いで、１００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線でマスク露光
し、無機アルカリ溶液で現像を行い、２３０℃で３０分間ポストベークを行った。これに
より、ＴＦＴ電極層上に高さ０．４μｍの凸状構造物を形成した。この際、凸状構造物の
パターン形状を変えて形成した。１つ目は、図１３（ｂ）に示すように凸状構造物６が１
画素毎にゲート線上に位置するように、ストライプ状の凸状構造物を形成した。２つ目は
、図１４（ｂ）に示すように凸状構造物６が１画素毎にソース線と平行に画素電極上に位
置するように、ストライプ状の凸状構造物を形成した。３つ目は、図１５（ｂ）に示すよ
うに凸状構造物６が１画素毎にゲート線上およびソース線と平行に画素電極上に位置する
ように、格子状の凸状構造物を形成した。４つ目は、図１６（ｂ）に示すように凸状構造
物６が１画素毎にゲート線およびソース線と平行に画素電極上に位置するように、格子状
の凸状構造物を形成した。なお、隔壁が形成される箇所を除いて、凸状構造物を形成した
。
　次に、基板の洗浄後、凸状構造物が形成された基板上に、透明レジスト（商品名ＮＮ７
８０　ＪＳＲ社製）をスピンコートして、次いで、１００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線でマスク
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露光し、無機アルカリ溶液で現像を行い、２３０℃で３０分間ポストベークを行った。こ
れにより、ＴＦＴ電極層のゲート線上に高さ１．４５μｍの隔壁をストライプ状に形成し
た。この際、隔壁が１２画素毎にゲート線上に位置するように、ストライプ状の隔壁を形
成した。
【０１３８】
　次に、この基板を洗浄し、乾燥後、ラビング配向膜材料（商品名：ＰＩＡ－５７７０－
０１Ａ　チッソ社製）の５０質量％ＮＢＧ－７７６溶液（チッソ社製）をスピンコートし
、１００℃で１５分間プリベークを行い、２３０℃で６０分間ポストベークを行った。Ｔ
ＦＴ基板を室温へと冷却後、ラビング配向処理を行い、ラビング膜を形成した。
　ラビング膜上に、重合性液晶材料（商品名：ＲＯＦ３６０４　ＲＯＬＩＣ社製）をスピ
ンコートし、６０℃で５分間乾燥を行い、窒素雰囲気下で１０００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線
を照射し重合させ、重合液晶層を形成した。
【０１３９】
　（強誘電性液晶用ＴＦＴ基板の重合液晶層の膜厚測定）
　次に、作製した強誘電性液晶用ＴＦＴ基板における重合液晶層の膜厚をマイクロマップ
（Ｍ５５００　菱化システム社製）により測定した。マイクロマップを図１３（ａ）～図
１６（ａ）に示す。なお、図１３（ａ）～図１６（ａ）はそれぞれ図１３（ｂ）～図１６
（ｂ）のＢ－Ｂ線、Ｃ－Ｃ線、Ｄ－Ｄ線、Ｅ－Ｅ線断面図である。いずれの強誘電性液晶
用ＴＦＴ基板においても、隔壁直近の画素で重合液晶層の膜厚が最も薄い部分と、隔壁直
近の画素に隣接する画素で重合液晶層の膜厚が最も薄い部分との差が２５ｎｍ以下である
ことが確かめられた。
【０１４０】
　（対向基板の作製）
　ＩＴＯ電極が形成されたガラス基板をよく洗浄し、このガラス基板上に光異性化反応型
の光配向膜材料（商品名:ＬＩＡ－０３　ＤＩＣ社製）の５０質量％Ｎ－メチル－２－ピ
ロリドン溶液をスピンコートし、１００℃で４分間乾燥した後、直線偏光紫外線を約１０
００ｍＪ／ｃｍ２照射し、配向処理を行い、光配向膜を形成した。
【０１４１】
　（液晶表示素子の作製）
　次に、作製した強誘電性液晶用ＴＦＴ基板に、１００℃に加熱したインクジェットヘッ
ドを用いて、強誘電性液晶（Ｒ２３０１　ＡＺエレクトロニックマテリアルズ社製）を塗
布した。次に、作製した対向基板を１１５℃に加熱した吸着プレートで吸着した。次いで
、対向基板との配向処理方向が平行になるように、向かい合わせの１１０℃に加熱した吸
着プレートに強誘電性液晶用ＴＦＴ基板を吸着した。そして、真空チャンバー内が１００
Ｐａになるように排気を行った状態で、両基板を密着させ、一定の圧力をかけた後、真空
チャンバー内を常圧に戻した。その後、強誘電性液晶を室温まで徐冷することにより配向
させ、液晶表示素子を作製した。
【０１４２】
　（評価）
　作製した液晶表示素子について偏光顕微鏡で強誘電性液晶の配向状態を観察したところ
、表示領域全体で均一な配向が得られた。
【０１４３】
　［比較例１］
　ブラックマトリクスによる凸状構造物を形成しなかった以外は実施例１と同様の方法に
より液晶表示素子を作製した。
　作製した液晶表示素子では、隔壁周囲で強誘電性液晶の配向状態が乱れていることが確
認された。また、液晶表示素子の作製過程で重合液晶層の膜厚を測定したところ、隔壁直
近の画素で重合液晶層の膜厚が最も薄い部分と、隔壁直近の画素に隣接する画素で重合液
晶層の膜厚が最も薄い部分とでは、４５ｎｍの膜厚差があることが確かめられた。マイク
ロマップを図１７（ａ）に示す。なお、図１７（ａ）は図１７（ｂ）のＦ－Ｆ線断面図で



(25) JP 2010-224445 A 2010.10.7

10

20

ある。
【符号の説明】
【０１４４】
　１　…　液晶表示素子
　２　…　隔壁側基板
　３　…　第１基材
　４　…　第１電極層
　５　…　隔壁
　６　…　凸状構造物
　７　…　重合性液晶用配向膜
　８　…　重合液晶層
　１０　…　液晶層
　１２　…　対向基板
　１３　…　第２基材
　１４　…　第２電極層
　１５　…　配向層
　１６　…　未配向処理層
　２１　…　ＴＦＴ
　２２ｇ　…　ゲート線
　２２ｓ　…　ソース線
　２５　…　隔壁の最も近くに位置する隔壁側画素
　２６　…　隔壁側画素以外の画素であり隔壁側画素に隣接する画素
　ｍ　…　隔壁の長手方向
　ｊ　…　隔壁間の間隔
　ｋ，ｋ１，ｋ２　…　凸状構造物間の間隔
【図１】 【図２】
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